
 

第 42 号議案 

 

滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則等の一部改正について 

 
滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定

める。 
 

令和元年 12 月 24 日 

滋賀県教育委員会 

 

滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則等の一部を改正する規則 

 

（滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則の一部改正） 

第１条 滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則（昭和 40 年滋賀県教育委員会規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「または栄養士」を「、栄養士または会計年度任用職員」に改め、同

条に次のように加える。 

８ 会計年度任用職員は、上司の命を受け、校長が指定する事務に従事する。 

 第４条中「必要ある」を「必要がある」に改め、同条の表に次のように加える。 

会計年度任用

職員 

校長が指定する労務 

 

 （滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員の職の設置に関する規則

の一部改正） 

第２条 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員の職の設置に関する

規則（昭和 34 年滋賀県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第１号中「または司書」を「、司書または会計年度任用職員」に改め、

同条第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 会計年度任用職員は、上司の命を受け、課長または当該機関の長が指定する事務

に従事する。 

 第６条の表に次のように加える。 

会計年度任用職

員 

課長または当該機関の長が指定する労務 

 

 （滋賀県教育委員会標準的な職を定める規則の一部改正） 

第３条 滋賀県教育委員会標準的な職を定める規則（平成 28 年滋賀県教育委員会規則第

２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項の表中「司書」の右に「および会計年度任用職員」を加え、「および技



師」を「、技師および会計年度任用職員」に改め、同条第３項の表職の欄中「技師」の

右に「および会計年度任用職員」を加える。 

第３条第１項の表中「および栄養士」を「、栄養士および会計年度任用職員」に、 

「  

」

を 主事 

 

 

「  

」

に改め、同条第２主事および会計年度任用職員 

 

項の表職の欄中「講師」、「実習助手」および「寄宿舎指導員」の右に「および会計年度

任用職員」を加え、同条第３項の表中「および業務員」を「、業務員および会計年度任

用職員」に改める。 

第４条第１項中「市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）第１条に

規定する職員」を「滋賀県職員等の給与等に関する条例（昭和 32 年滋賀県条例第 27

号）の適用を受ける同条例第１条の２第１項に規定する職員および同条第２項に規定

する会計年度任用職員」に改め、「。以下この条において同じ。）（教育職員を除く」を

削り、同項の表中「栄養士」および「事務主事」の右に「および会計年度任用職員」を

加え、同条第２項中「教育職員」を「滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例（昭和

32 年滋賀県条例第 28 号）の適用を受ける同条例第２条第１項に規定する職員および

同条第２項に規定する会計年度任用職員」に改め、同項の表職の欄中「講師」の右に

「および会計年度任用職員」を加える。 

 

 （へき地学校等の指定に関する規則の一部改正） 

第４条 へき地学校等の指定に関する規則（平成元年滋賀県教育委員会規則第 13 号）の

一部を次のように改正する。 

 第１条中「滋賀県公立学校職員の給与に関する条例」を「滋賀県公立学校職員の給与

等に関する条例」に改め、「第 13 条の２の２」の右に「（これらの規定を条例第 36 条

において準用する場合を含む。）」を加える。 

第２条中「第 13 条の２第１項」の右に「（条例第 36 条において準用する場合を含む。

次条において同じ。）」を加える。 

第４条中「第 13 条の２の２第１項」の右に「（条例第 36 条において準用する場合を

含む。）」を加える。 

 

（滋賀県学校職員の退職手当の調整額に係る職員の区分を定める規則の一部改正） 

第５条 滋賀県学校職員の退職手当の調整額に係る職員の区分を定める規則（平成 18 年

滋賀県教育委員会規則第 12 号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「滋賀県職員等の給与に関する条例」を「滋賀県職員等の給与等に関

する条例」に改める。 



 

 別表第２項の表第２号区分の項中「昭和 32 年滋賀県条例第 28 号」を「令和２年４

月１日以後にあっては、滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例」に改める。 

 

付 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、来年度から導入される会計年度任用職員に

関して必要な規定を整備するため、滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則ほか４規則の

一部を改正する。 
 
 
 

１ 滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則（第１条関係） 

県立学校において、「会計年度任用職員」という職およびその従事する職務を新たに規定する。 
 

２ 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員の職の設置に関する規則 

（第２条関係） 

滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関において、「会計年度任用職員」という職

およびその従事する職務を新たに規定する。 

 

３ 滋賀県教育委員会標準的な職を定める規則（第３条関係） 

   滋賀県教育委員会において、「会計年度任用職員」を、現行の標準的な職として「主事・技師

または講師・実習助手・寄宿舎指導員」に相当する職の欄に新たに追加する。 

 

４ へき地学校等の指定に関する規則（第４条関係） 

フルタイム会計年度任用職員に対して、へき地手当等が支給できるよう規定する。 

 

５ 滋賀県学校職員の退職手当の調整額に係る職員の区分を定める規則（第５条関係） 

根拠条例名が変更されたことに伴い、規定の整備を行う。 

 

６ 施行日 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則等の一部改正について 

 改正の理 由 

1 2 月定例教育委員会資料 

令和元年(2019 年)12 月 24 日 

教育委員会事務局教育総務課 

教育委員会事務局教職員課 

 改正の概 要 
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滋賀県立学校の職員の職の設置に関する規則新旧対照表（第１条関係） 

旧 新 

第１条および第２条 省略 第１条および第２条 省略 

第３条 前条に規定する職のほか、学校に次の職を置く。 第３条 前条に規定する職のほか、学校に次の職を置く。 

(1) 主任主事 (1) 主任主事 

(2) 主任技師 (2) 主任技師 

(3) 主事 (3) 主事 

(4) 技師 (4) 技師 

２ 必要があるときは、学校に司書または栄養士を置く。 ２ 必要があるときは、学校に司書、栄養士または会計年度任用職員を置

く。 

３ 主任主事、主事または司書は、事務職員をもつて充てる。 ３ 主任主事、主事または司書は、事務職員をもつて充てる。 

４ 主任技師、技師または栄養士は、技術職員をもつて充てる。 ４ 主任技師、技師または栄養士は、技術職員をもつて充てる。 

５ 主任主事、主任技師、主事または技師は、上司の命を受け学校の事

務または技術をつかさどる。 

５ 主任主事、主任技師、主事または技師は、上司の命を受け学校の事

務または技術をつかさどる。 

６ 司書は、上司の命を受け、学校図書館の事務をつかさどる。 ６ 司書は、上司の命を受け、学校図書館の事務をつかさどる。 

７ 栄養士は、上司の命を受け、学校給食の栄養に関する業務に従事す

る。 

７ 栄養士は、上司の命を受け、学校給食の栄養に関する業務に従事す

る。 

（新設） ８ 会計年度任用職員は、上司の命を受け、校長が指定する事務に従事

する。 

第４条 必要あるときは、学校に次の表の左欄に掲げる職を置き、その職 第４条 必要があるときは、学校に次の表の左欄に掲げる職を置き、そ
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にある者は、それぞれ上司の命を受けて同表の右欄に掲げる職務を行う

ものとする。 

の職にある者は、それぞれ上司の命を受けて同表の右欄に掲げる職務

を行うものとする。 

職 職務 

技師 自動車運転技術員、調理師、技術員および業務員のうち相当

高度の技能と長期の経験に基づき行う業務 

自動車運転

技術員 

道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく自動車の運転

免許を所有して行う自動車の運転 

調理師 調理師法（昭和33年法律第147号）に基づく調理業務および

炊事労務 

技術員 農場の管理および比較的軽易な機械操作等の労務 

業務員 文書、物品の送達および学校給食の炊事等の軽易な労務 

（新設）  

 

職 職務 

技師 自動車運転技術員、調理師、技術員および業務員のうち相当

高度の技能と長期の経験に基づき行う業務 

自動車運転

技術員 

道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく自動車の運転

免許を所有して行う自動車の運転 

調理師 調理師法（昭和33年法律第147号）に基づく調理業務および

炊事労務 

技術員 農場の管理および比較的軽易な機械操作等の労務 

業務員 文書、物品の送達および学校給食の炊事等の軽易な労務 

会計年度任

用職員 

校長が指定する労務 
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滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員の職の設置に関する規則新旧対照表（第２条関係） 

旧 新 

第１条～第３条 省略 第１条～第３条 省略 

第４条 前２条に規定する職のほか、事務局および学校以外の教育機関

に次の職を置く。 
第４条 前２条に規定する職のほか、事務局および学校以外の教育機関

に次の職を置く。 

(1) 主任主事、主事、社会教育主事、教育企画主事、人事主事、研修

指導主事、フローティングスクール指導主事または司書 
(1) 主任主事、主事、社会教育主事、教育企画主事、人事主事、研修

指導主事、フローティングスクール指導主事、司書または会計年度

任用職員 

(2) 主任技師、技師または主任保健師 (2) 主任技師、技師または主任保健師 

２ 主任主事、主事、社会教育主事、教育企画主事、人事主事、研修指

導主事、フローティングスクール指導主事、司書、主任技師または技

師は、上司の命を受け事務または技術をつかさどる。 

２ 主任主事、主事、社会教育主事、教育企画主事、人事主事、研修指

導主事、フローティングスクール指導主事、司書、主任技師または技

師は、上司の命を受け事務または技術をつかさどる。 

（新設） 
 
３ 主任保健師は、保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）に基

づく困難な保健指導業務に従事する。 

３ 会計年度任用職員は、上司の命を受け、課長または当該機関の長が

指定する事務に従事する。 
４ 主任保健師は、保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）に基

づく困難な保健指導業務に従事する。 

第５条 第２条第１項、同条第２項、第３条第１項、同条第２項および

第４条第１項に規定する職は、事務職員または技術職員をもつて充て

る。 

第５条 第２条第１項、同条第２項、第３条第１項、同条第２項および

第４条第１項に規定する職は、事務職員または技術職員をもつて充て

る。 

第６条 必要があるときは、事務局および学校以外の教育機関に、次の

表の左欄に掲げる職を置き、その職にある者は、それぞれ上司の命を

第６条 必要があるときは、事務局および学校以外の教育機関に、次の

表の左欄に掲げる職を置き、その職にある者は、それぞれ上司の命を
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受けて同表の右欄に掲げる職務を行うものとする。 受けて同表の右欄に掲げる職務を行うものとする。 

職 職務 
技師 自動車運転技術員および業務員のうち相当高度の技

能と長期の経験に基づき行う業務 
自動車運転技術員 道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく自動車

の運転免許を所有して行う自動車の運転 
業務員 文書および物品の整理、送達その他軽易な業務 
（新設）  
  

 

職 職務 
技師 自動車運転技術員および業務員のうち相当高度の技

能と長期の経験に基づき行う業務 
自動車運転技術員 道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく自動車

の運転免許を所有して行う自動車の運転 
業務員 文書および物品の整理、送達その他軽易な業務 
会計年度任用職員 課長または当該機関の長が指定する労務 
  

 

以下 省略 以下 省略 
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滋賀県教育委員会標準的な職を定める規則新旧対照表（第３条関係） 

旧 新 

第１条 省略 第１条 省略 

（教育委員会事務局の標準的な職） （教育委員会事務局の標準的な職） 

第２条 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員（教

育職員および技能労務職員を除く。）の標準的な職は、次の表のとお

りとする。 

第２条 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の職員（教

育職員および技能労務職員を除く。）の標準的な職は、次の表のとお

りとする。 

職 標準的な職 
教育委員会事務局の教育次長および管理監、総合教育セ

ンターの所長ならびに図書館の館長 
次長 

教育委員会事務局の課長および主席参事ならびに図書館

の副館長 
課長 

参事、教育委員会事務局の健康福利室長およびびわこフ

ローティングスクールの所長 
参事 

総括補佐、課長補佐、室長補佐および副参事ならびに図

書館の課長 
課長補佐 

主幹および図書館の専門員 主幹 
副主幹および係長ならびに図書館の主任主査 係長 
主査 主査 
主任主事、主任技師および主任保健師 主任主事 

主任技師 

職 標準的な職 
教育委員会事務局の教育次長および管理監、総合教育セ

ンターの所長ならびに図書館の館長 
次長 

教育委員会事務局の課長および主席参事ならびに図書館

の副館長 
課長 

参事、教育委員会事務局の健康福利室長およびびわこフ

ローティングスクールの所長 
参事 

総括補佐、課長補佐、室長補佐および副参事ならびに図

書館の課長 
課長補佐 

主幹および図書館の専門員 主幹 
副主幹および係長ならびに図書館の主任主査 係長 
主査 主査 
主任主事、主任技師および主任保健師 主任主事 

主任技師 
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司書 主任主事 
主任技師 
主事 
技師 

主事および技師 主事 
技師 

 

司書および会計年度任用職員 主任主事 
主任技師 
主事 
技師 

主事、技師および会計年度任用職員 主事 
技師 

 

２ 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の教育職員の標

準的な職は、次の表のとおりとする。 
２ 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の教育職員の標

準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
参事および主幹、教育委員会事務局の心の教育相談セン

ター次長ならびに総合教育センターの次長 
校長 

副主幹、係長および主査ならびに教育委員会事務局の人

事主事および指導主任 
教頭 

教育委員会事務局の指導主事、社会教育主事、教育企画

主事および主任主事、総合教育センターの研修指導主事

ならびにびわ湖フローティングスクールのフローティン

グ指導主事 

教諭 

 

職 標準的な職 
参事および主幹、教育委員会事務局の心の教育相談セン

ター次長ならびに総合教育センターの次長 
校長 

副主幹、係長および主査ならびに教育委員会事務局の人

事主事および指導主任 
教頭 

教育委員会事務局の指導主事、社会教育主事、教育企画

主事および主任主事、総合教育センターの研修指導主事

ならびにびわ湖フローティングスクールのフローティン

グ指導主事 

教諭 

 

３ 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の技能労務職員

の標準的な職は、次の表のとおりとする。 
３ 滋賀県教育委員会事務局および学校以外の教育機関の技能労務職員

の標準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
技師 技師 

 

職 標準的な職 
技師および会計年度任用職員 技師 

 

（県立学校の標準的な職） （県立学校の標準的な職） 
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第３条 県立学校の職員（教育職員および技能労務職員を除く。）の標

準的な職は、次の表のとおりとする。 
第３条 県立学校の職員（教育職員および技能労務職員を除く。）の標

準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
事務長 課長補佐 
主幹 主幹 
副主幹、事務長代理、主任主査および栄養主任 係長 
主査 主査 
主任主事 主任主事 
司書および栄養士 主任主事 

主任技師 
主事 
技師 

主事 主事 
 

職 標準的な職 
事務長 課長補佐 
主幹 主幹 
副主幹、事務長代理、主任主査および栄養主任 係長 
主査 主査 
主任主事 主任主事 
司書、栄養士および会計年度任用職員 主任主事 

主任技師 
主事 
技師 

主事および会計年度任用職員 主事 
 

２ 県立学校の教育職員の標準的な職は、次の表のとおりとする。 ２ 県立学校の教育職員の標準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
校長 校長 
副校長および教頭 副校長 

教頭 
主幹教諭 主幹教諭 
教諭、養護教諭および栄養教諭 教諭 

養護教諭 
栄養教諭 

職 標準的な職 
校長 校長 
副校長および教頭 副校長 

教頭 
主幹教諭 主幹教諭 
教諭、養護教諭および栄養教諭 教諭 

養護教諭 
栄養教諭 
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講師 講師 
実習助手 実習助手 
寄宿舎指導員 寄宿舎指導員 

 

講師および会計年度任用職員 講師 
実習助手および会計年度任用職員 実習助手 
寄宿舎指導員および会計年度任用職員 寄宿舎指導員 

 

３ 県立学校の技能労務職員の標準的な職は、次の表のとおりとする。 ３ 県立学校の技能労務職員の標準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
技師、調理師、技術員および業務員 技師 

 

職 標準的な職 
技師、調理師、技術員、業務員および会計年度任用職員 技師 

 

（市町立学校の標準的な職） （市町立学校の標準的な職） 

第４条 市町立学校の職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法

律第135号）第１条に規定する職員に限る。以下この条において同じ。）

（教育職員を除く。）の標準的な職は、次の表のとおりとする。 

第４条 市町立学校の職員（滋賀県職員等の給与等に関する条例（昭和3

2年滋賀県条例第27号）の適用を受ける同条例第１条の２第１項に規定

する職員および同条第２項に規定する会計年度任用職員に限る。）の

標準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
主任事務主査および主任栄養主査 係長 
事務主査および栄養主査 主査 
主任事務主事 主任主事 
栄養士 主任主事 

主任技師 
主事 
技師 

事務主事 主事 
 

職 標準的な職 
主任事務主査および主任栄養主査 係長 
事務主査および栄養主査 主査 
主任事務主事 主任主事 
栄養士および会計年度任用職員 主任主事 

主任技師 
主事 
技師 

事務主事および会計年度任用職員 主事 
 

２ 市町立学校の職員（教育職員に限る。）の標準的な職は、次の表の

とおりとする。 
２ 市町立学校の職員（滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例（昭

和32年滋賀県条例第28号）の適用を受ける同条例第２条第１項に規定
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する職員および同条第２項に規定する会計年度任用職員に限る。）の

標準的な職は、次の表のとおりとする。 

職 標準的な職 
校長 校長 
副校長および教頭 副校長 

教頭 
主幹教諭 主幹教諭 
教諭、養護教諭および栄養教諭 教諭 

養護教諭 
栄養教諭 

講師 講師 
 

職 標準的な職 
校長 校長 
副校長および教頭 副校長 

教頭 
主幹教諭 主幹教諭 
教諭、養護教諭および栄養教諭 教諭 

養護教諭 
栄養教諭 

講師および会計年度任用職員 講師 
 

以下 省略 以下 省略 
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へき地学校等の指定に関する規則新旧対照表（第４条関係） 

旧 新 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、滋賀県公立学校職員の給与 に関する条例（昭和 
32年滋賀県条例第28号。以下「条例」という。）第13条の２および第 
13条の２の２                         

   の規定に基づき、へき地学校、へき地学校に準ずる学校および 
特別の地域に所在する学校を指定するものとする。 

第１条 この規則は、滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例（昭和 
 32年滋賀県条例第28号。以下「条例」という。）第13条の２および第 
 13条の２の２（これらの規定を条例第36条において準用する場合を含

む。）の規定に基づき、へき地学校、へき地学校に準ずる学校および 
特別の地域に所在する学校を指定するものとする。 

（へき地学校の指定） （へき地学校の指定） 

第２条 条例第13条の２第１項                  

            に規定する教育委員会規則で指定するへき

地学校は、別表第１に掲げる学校とする。 

第２条 条例第13条の２第１項（条例第36条において準用する場合を含

む。次条において同じ。）に規定する教育委員会規則で指定するへき

地学校は、別表第１に掲げる学校とする。 

（へき地学校に準ずる学校の指定） （へき地学校に準ずる学校の指定） 

第３条 条例第13条の２第１項に規定する教育委員会規則で指定するへ

き地学校に準ずる学校は、別表第２に掲げる学校とする。 
第３条 条例第13条の２第１項に規定する教育委員会規則で指定するへ

き地学校に準ずる学校は、別表第２に掲げる学校とする。 

（特別の地域に所在する学校の指定） （特別の地域に所在する学校の指定） 

第４条 条例第13条の２の２第１項                

     に規定する特別の地域に所在する学校で教育委員会規則で

指定する学校は、別表第３に掲げる学校とする。 

第４条 条例第13条の２の２第１項（条例第36条において準用する場合

を含む。）に規定する特別の地域に所在する学校で教育委員会規則で

指定する学校は、別表第３に掲げる学校とする。 

以下省略 以下省略 
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滋賀県学校職員の退職手当の調整額に係る職員の区分を定める規則新旧対照表（第５条関係） 

旧 新 

第１条 この規則は、滋賀県学校職員退職手当支給条例（昭和28年滋賀

県条例第25号）第２条ただし書の規定により読み替えて適用される滋

賀県職員退職手当条例（昭和28年滋賀県条例第24号）第６条の４第３

項の規定に基づき、同条第１項各号に掲げる職員の区分について定め

るものとする。 

第１条 この規則は、滋賀県学校職員退職手当支給条例（昭和28年滋賀

県条例第25号）第２条ただし書の規定により読み替えて適用される滋

賀県職員退職手当条例（昭和28年滋賀県条例第24号）第６条の４第３

項の規定に基づき、同条第１項各号に掲げる職員の区分について定め

るものとする。 

第２条 退職した者は、その者の基礎在職期間の初日の属する月からそ

の者の基礎在職期間の末日の属する月までの各月ごとにその者の基礎

在職期間に含まれる時期の別により定める別表の１または２の表の右

欄に掲げるその者の当該各月における区分に対応するこれらの表の左

欄に掲げる職員の区分に属していたものとする。この場合において、

その者が同一の月においてこれらの表の右欄に掲げる２以上の区分に

該当していたときは、その者は、当該月において、これらの区分のそ

れぞれに対応するこれらの表の左欄に掲げる職員の区分に属していた

ものとする。 

第２条 退職した者は、その者の基礎在職期間の初日の属する月からそ

の者の基礎在職期間の末日の属する月までの各月ごとにその者の基礎

在職期間に含まれる時期の別により定める別表の１または２の表の右

欄に掲げるその者の当該各月における区分に対応するこれらの表の左

欄に掲げる職員の区分に属していたものとする。この場合において、

その者が同一の月においてこれらの表の右欄に掲げる２以上の区分に

該当していたときは、その者は、当該月において、これらの区分のそ

れぞれに対応するこれらの表の左欄に掲げる職員の区分に属していた

ものとする。 

２ 退職した者が、その者の基礎在職期間のうち滋賀県職員等の給与 

に関する条例（昭和32年滋賀県条例第27号）第３条の規定による行政

職給料表および医療職給料表(2)の適用を受けていた期間については、

前項の規定にかかわらず、滋賀県職員退職手当条例施行規則（昭和59
年滋賀県規則第85号）第２条の５の規定による職員の区分に属してい

たものとする。 

２ 退職した者が、その者の基礎在職期間のうち滋賀県職員等の給与等

に関する条例（昭和32年滋賀県条例第27号）第３条の規定による行政

職給料表および医療職給料表(2)の適用を受けていた期間については、

前項の規定にかかわらず、滋賀県職員退職手当条例施行規則（昭和59
年滋賀県規則第85号）第２条の５の規定による職員の区分に属してい

たものとする。 
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付則 省略 付則 省略 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１ 平成８年４月１日から平成18年３月31日までの間の基礎在職期間

における職員の区分についての表 
１ 平成８年４月１日から平成18年３月31日までの間の基礎在職期間

における職員の区分についての表 

第2号区

分 
(1) 平成8年4月1日から平成18年3月31日までの間において

適用されていた滋賀県公立学校職員の給与に関する条例（昭

和32年滋賀県条例第28号。以下「平成8年4月以後平成18年3
月以前の給与条例」という。）の高等学校等教育職給料表の

適用を受けていた者でその属する職務の級が4級であったも

ののうち教育委員会の定めるもの 
(2) 平成8年4月以後平成18年3月以前の給与条例の小学校お

よび中学校等教育職給料表の適用を受けていた者でその属

する職務の級が4級であったもののうち教育委員会の定める

もの 
(3) 前2号に掲げる者に準ずるものとして教育委員会の定め

るもの 
省略 

 

第2号区

分 
(1) 平成8年4月1日から平成18年3月31日までの間において

適用されていた滋賀県公立学校職員の給与に関する条例（昭

和32年滋賀県条例第28号。以下「平成8年4月以後平成18年3
月以前の給与条例」という。）の高等学校等教育職給料表の

適用を受けていた者でその属する職務の級が4級であったも

ののうち教育委員会の定めるもの 
(2) 平成8年4月以後平成18年3月以前の給与条例の小学校お

よび中学校等教育職給料表の適用を受けていた者でその属

する職務の級が4級であったもののうち教育委員会の定める

もの 
(3) 前2号に掲げる者に準ずるものとして教育委員会の定め

るもの 
省略 

 

２ 平成18年４月１日以後の基礎在職期間における職員の区分につい

ての表 
２ 平成18年４月１日以後の基礎在職期間における職員の区分につい

ての表 

第2号区

分 
(1) 平成18年4月1日以後適用されている滋賀県公立学校職員

の給与に関する条例（昭和32年滋賀県条例第28号    

                。以下「平成18年4月以

第2号区

分 
(1) 平成18年4月1日以後適用されている滋賀県公立学校職員

の給与に関する条例（令和2年4月1日以後にあっては、滋賀

県公立学校職員の給与等に関する条例。以下「平成18年4月
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後の給与条例」という。）の高等学校等教育職給料表の適用

を受けていた者でその属する職務の級が4級であったものの

うち教育委員会の定めるもの 
(2) 平成18年4月以後の給与条例の小学校および中学校等教

育職給料表の適用を受けていた者でその属する職務の級が4
級であったもののうち教育委員会の定めるもの 

(3) 前2号に掲げる者に準ずるものとして教育委員会の定め

るもの 
省略 

 

以後の給与条例」という。）の高等学校等教育職給料表の適

用を受けていた者でその属する職務の級が4級であったもの

のうち教育委員会の定めるもの 
(2) 平成18年4月以後の給与条例の小学校および中学校等教

育職給料表の適用を受けていた者でその属する職務の級が4
級であったもののうち教育委員会の定めるもの 

(3) 前2号に掲げる者に準ずるものとして教育委員会の定め

るもの 
省略 
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